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Ⅰ 当社の概況及び組織に関する事項

1．商   号

株式会社フジトミ

2．登録年月日及び登録番号

平成 19 年 9月 30 日 （登録番号：関東財務局長（金商）第 1614 号）

3．沿革及び経営の組織

（1）会社の沿革

年 月 沿 革

昭和27年11月 北海道小樽市堺町32番地において、資本金100万円にて『株式会社

丸一藤富商店』を設立、小樽商品取引所（昭和36年5月に北海道穀

物商品取引所に名称変更）へ加入

昭和37年11月 本社を札幌市に移転

昭和45年2月 商号を『株式会社藤富』に変更

昭和46年1月 北海道穀物商品取引所農産物市場の商品取引員の許可を受ける

昭和60年10月 東京穀物商品取引所（現東京商品取引所）農産物市場及び東京砂

糖取引所砂糖市場の商品取引員の許可を受ける

昭和60年10月 東京支店を開設

昭和61年11月 ㈱小林洋行が資本参加

昭和63年12月 東京支店を東京都新宿区大久保一丁目3番17号に移転、東京支社と

改称

平成5年4月 商号を『株式会社フジトミ』に変更

平成5年4月 大蔵・通産・農水省より商品投資販売業者の許可を受ける

平成5年8月 本社を東京都新宿区大久保一丁目3番17号に移転、旧本社を札幌支

店とする

平成5年10月 東京工業品取引所（現東京商品取引所）ゴム市場の商品取引員の

許可を受ける

平成5年12月 大阪支店を開設

平成7年5月 福岡支店を開設

平成8年7月 東京工業品取引所（現東京商品取引所）貴金属市場の商品取引員

の許可を受ける

平成10年7月 ホームトレード取引開始

平成11年7月 東京工業品取引所（現東京商品取引所）石油市場の商品取引員の

許可を受ける
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平成11年9月 外国為替証拠金取引の取扱開始

平成12年10月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成14年5月 丸梅㈱を連結子会社とする。

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所

に株式を上場

平成17年9月 札幌支店を廃止

平成17年12月 外国為替証拠金取引部門を営業譲渡

平成19年8月 生命保険の募集業務開始

平成20年2月 損害保険代理店業務開始

平成21年2月 保険事業部福岡オフィス（現福岡営業所）を開設

平成21年10月 金融商品仲介業務を開始

平成21年12月 金地金販売業務を開始

平成22年4月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証

券取引所JASDAQに上場

平成22年4月 LED照明販売を開始

平成23年3月 丸梅㈱（連結子会社）の商品先物取引受託業務を廃止（平成24年3

月に清算結了）

平成23年3月 福岡支店を廃止

平成23年3月 不動産賃貸業及び宅地建物取引業を開始

平成23年12月 本社を東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目15番5号に移転

平成25年7月 東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所

JASDAQ（スタンダード）に上場

平成26年5月 保険事業部熊本営業所を開設

平成27年2月 HIGH END株式会社を関連会社化(平成27年4月にBLUE EARTH株式会社

に社名変更）

平成27年11月 第一種金融商品取引業者登録

平成27年11月 金融商品取引に係わる媒介業務の開始

平成28年1月 東京金融取引所 取引所為替証拠金取引（くりっく365）及び取引所

株価指数証拠金取引（くりっく株365）の取扱開始

平成29年7月 エイチ・エスライフ少額短期保険株式会社を連結子会社化(平成30年

3月にふくろう少額短期保険株式会社に社名変更）

令和2年3月 ふくろう少額短期保険株式会社の全株式を譲渡

（注）表中の商品取引所名は当時の名称を記載しております。商品取引所は統合が進み、現在、東京商品

取引所、大阪堂島商品取引所の 2 つに集約されております。また、表中に記載の「商品取引員の許可」は

当時の商品取引所法に基づくものであり、現在は、商品先物取引法に基づく「商品先物取引業者の許可」
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となっております。現在、当社は商品先物取引業者として、東京商品取引所の各市場において商品先物取

引の受託業務を行っております。

（2）経営の組織

（2020 年 3月 31 日現在）

4．主な株主の氏名又は名称並びに保有株式数及び議決権の所有割合

（2020 年 3 月 31日現在）

氏名又は名称 保有株式数 割合

㈱小林洋行 3,553,200 株 53.63％

石崎 實 266,400 株 4.02％

NATIONAL FINANCIAL SERVICES LLC 242,600 株 3.66％

共和証券㈱ 230,000 株 3.47％

㈱東京洋行 223,600 株 3.37％

特定有価証券信託受託者㈱SMBC 信託銀行 201,000 株 3.03％

㈱りそな銀行 140,000 株 2.11％

細金 英光 103,100 株 1.55％

新堀 博 98,700 株 1.48％

高野 義徳 98,000 株 1.47％
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取 締 役 業 務 本 部 長 管 理 担 当 本 部 長 営 業 担 当 本 部 長 生 活・ 環境事業本 部長

コンプライアンス委員会
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5．取締役及び監査役の氏名及び役職名

（2020 年 3月 31 日現在）

役職名 氏名 代表権の

有無

常勤・

非常勤の別

代表取締役社長 細金 英光 有 常勤

取締役 新堀 博 無 常勤

取締役 茅根 伸年 無 常勤

取締役 大丸 直樹 無 非常勤

取締役 中井 省 無 非常勤

監査役 上田 勤 無 常勤

監査役 伊藤 進 無 非常勤

監査役 上村 成生 無 非常勤

6．政令で定める使用人の氏名

金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の

規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長そ

の他いかなる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代

行し得る地位にある者を含む。）の氏名

氏 名 役 職 名

瀧山 琢治 コンプライアンス室長

7．業務の種別

第一種金融商品取引業

・金融商品取引法第 28 条第 1項第 1 号に定める、金融商品取引法第 2条第 8 項第 2 号に

定める行為又は業務

・金融商品取引法第 28 条第 1項第 5 号に定める、金商法第 2条第 8 項第 16 号に定める行

為又は業務

第二種金融商品取引業

・金融商品取引法第 28 条第 2項第 3 号に定める、金融商品取引法第 2条第 8 項第 2 号に

定める行為又は業務
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8．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地

名 称 所 在 地

本 店 〒103-0014 東京都中央区日本橋蛎殻町 1 丁目 15番 5 号

大阪支店 〒542-0081 大阪市中央区南船場 3 丁目 4 番 26 号

福岡営業所 〒810-0073 福岡市中央区舞鶴 3 丁目 2 番 21号

熊本営業所 〒862-0924 熊本市中央区帯山 4 丁目 45 番 1号

9. 他に行っている事業の種類

・金融商品取引法第 35 条第 2項に定める業務

国内市場商品先物取引業務

生命保険媒介業務及び損害保険代理業務

貸事務所業務

不動産賃貸業務・建物売買業務・土地売買業務

金・白金地金小売業務（貴金属（金・白金）・地金販売・買取）（2018 年 8 月 7日休止）

・金融商品取引法第 35 条第 4項に定める業務

電気機械器具小売業・電気機械器具卸売業

10. 苦情処理及び紛争解決の体制

紛争解決等業務の種別 苦情処理措置及び紛争解決措置

第一種金融商品取引業務 特定非営利活動法人証券・金融商品あっせ

ん相談センターと手続実施基本契約を締結

第二種金融商品取引業務 一般社団法人金融先物取引業協会を通じ

て、特定非営利活動法人証券・金融商品あ

っせん相談センターの協定事業者として登

録

商品先物取引業 日本商品先物取引業協会を利用する措置

11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称

日本証券業協会

一般社団法人金融先物取引業協会

日本商品先物取引協会

特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC）

12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号

㈱東京金融取引所
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13. 加入する投資者保護基金の名称

日本投資者保護基金
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Ⅱ 業務の状況に関する事項

1.当期の業務の概要

「投資サービス事業」につきましては、営業社員の増員やセミナーの全国的な展開、Ｓ

ＮＳやマスメディアを利用した情報提供の充実等により、金融商品取引を中心とした収益

基盤の強化を図るとともに、商品先物取引の24時間受注体制構築や、総合取引所への移行

に伴う商品移管への対応など、社内の管理体制整備にも努めて参りました。

「生活・環境事業」の保険募集業務につきましては、営業担当の増員等により損保分野

を中心とした顧客基盤の拡大を図るとともに、生保の主力商品である節税保険の、税務面

での取扱方法変更に伴う影響を最小限に抑えるよう、顧客対応を強化して参りました。ま

た、連結子会社であったふくろう少額短期保険株式会社については、早期の業績回復が困

難であると判断し、保有する全株式を譲渡しております。

不動産業につきましては、引き続き、中小不動産業者との協業強化等により、短期的な

収益獲得案件を中心とした優良物件の発掘に努め、リスクを分散しながら、投資資金の高

効率化を重視して取り組んで参りました。

これらの結果、当事業年度の経営成績は、営業収益2,159百万円（前期比18.2％増）、

営業総利益1,792百万円（同15.7％増）、営業損失113百万円（前期は218百万円の営業損

失）、経常損失121百万円（前期は213百万円の経常損失）、当期純損失は127百万円（前

期は241百万円の当期純損失）となりました。

なお当社は、上記の通り、連結子会社（ふくろう少額短期保険株式会社）の全株式を

2020年3月に譲渡したことにより、連結子会社が存在しなくなったため、当事業年度より

連結計算書類を作成しておりません。また、前期比は前事業年度の当社単体の数値との比

較を記載しております。

2. 業務の状況を示す指標                      

（単位：千円）

2018 年 3 月期 2019 年 3 月期 2020 年 3 月期

営業収益 1,739,225 1,827,163 2,159,074

純営業収益（営業総利益） 1,366,897 1,548,812 1,792,492

営業利益又は営業損失 △278,403 △218,474 △113,290

経常利益又は経常損失 △250,589 △213,312 △121,240

当期純利益又は当期純損失 △323,499 △241,046 △127,478

資本金 1,200,000 1,200,000 1,200,000

発行済株式の総数（千株） 6,860 6,860 6,860

受取手数料 1,344,116 1,546,891 1,685,741

商品先物取引 794,108 710,962 568,737

2018 年 3 月期 2019 年 3 月期 2020 年 3 月期
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取引所為替証拠金取引 67,907 182,788 296,354

取引所株価指数証拠金取引 308,987 404,893 598,631

保険販売手数料

（生損保の募集）

173,113 248,246 222,018

トレーディング損益 △53,065 △80,832 △14,282

3．その他業務の状況

（1）受取手数料                           

（単位：千円）

2018 年 3 月期 2019 年 3 月期 2020 年 3 月期

金 額 金 額 金 額

商品先物取引 794,108 710,962 568,737

生損保の募集 173,113 248,246 222,018

合 計 967,222 959,208 790,755

（2）売上高                             

（単位：千円）

2018 年 3 月期 2019 年 3 月期 2020 年 3 月期

金 額 金 額 金 額

不動産販売 369,447 274,146 383,267

映像コンテンツ配信 9,468 － －

太陽光発電機

LED 照明等
9,996 9,455 856

合 計 388,911 283,602 384,124

（3）その他                             

     （単位：千円）

2018 年 3 月期 2019 年 3 月期 2020 年 3 月期

金 額 金 額 金 額

不動産賃貸料収入 43,029 47,462 41,395

くりっく 365 振興料 － 28,556 52,731

その他 12,865 1,414 9,364

合 計 55,894 77,433 103,491
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4. 自己資本規制比率の状況                    

（単位：百万円）

2018 年 3 月期 2019 年 3 月期 2020 年 3 月期

基本的項目          （Ａ） 2,504 2,231 2,119

補完的項目           （Ｂ） 29 32 26

その他有価証券評価差額金（評価益）等 － － －

金融商品取引責任準備金等 29 31 25

一般貸倒引当金 0 0 0

長期劣後債務 － － －

短期劣後債務 － － －

控除資産             （Ｃ） 1,272 1,082 949

固定化されていない自己資本    （Ｄ）

(Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ)
1,261 1,181 1,196

リスク相当額           （Ｅ）

(Ｆ)＋(Ｇ)＋(Ｈ)
450 474 485

市場リスク相当額       （Ｆ） 37 25 12

取引先リスク相当額      （Ｇ） 18 18 12

基礎的リスク相当額      （Ｈ） 395 430 460

自己資本規制比率   （Ｄ）／（Ｅ）×100 279.8％ 248.8％ 246.1

5．使用人及び外務員の総数

                                   （単位：人）

2018 年 3 月期 2019 年 3 月期 2020 年 3 月期

使用人の総数 116 126 140

（うち外務員） 46 54 75
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Ⅲ 財産の状況に関する事項

1．貸借対照表、損益計算表及び株主資本等変動計算書

（1）貸借対照表

（単位：千円）

区   分
第 67 期

（2019年3月31日）

第 68期

（2020年3月31日）

（ 資 産 の 部 ）          

流 動 資 産         

現 金 ・ 預 金 741,833 893,524

預 託 金           42,000 44,000

顧 客 分 別 金 信 託          20,000 20,000

金融商品取引責任

準備預託金

そ の 他 の 預 託 金          22,000 24,000

有   価   証  券

商         品

売    掛    金

信 用 取 引 資 産           

  信 用 取 引 貸 付 金          

  信用取引借証券担保金          

保 管 有 価 証 券

販 売 用 不 動 産

仕 掛 販 売 用 不 動 産

立 替 金           132,545 94,839

  顧 客 へ の 立 替 金          220 28,725

  そ の 他 の 立 替 金          132,324 66,114

募 集 等 払 込 金           

短 期 差 入 保 証 金           3,685,167 4,407,606

  発行日取引差入証拠金          

  信用取引差入保証金          

  先物取引差入証拠金          2,224,102 3,020,743

  有価証券引渡票支払金          

  その他の差入保証金          1,461,064 1,461,064

委託者先物取引差金

短 期 貸 付 金           

前    払   金 5,715 1,205
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区    分
第 67 期

（2019年3月31日）

第 68期

（2020年3月31日）

前 払 費 用           29,769 37,718

未 収 入 金           15,141 6,990

未  収  収  益 47,951 28,465

未 収 還 付 法 人 税 等

そ の 他 1,292,978 1,536,493

貸 倒 引 当 金           △2,974 △29,070

流 動 資 産 計         5,990,127 7,021,772

固 定 資 産         

建 物          105,521 89,605

器 具 備 品          21,399 4,977

土 地          275,859 256,681

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 計 402,780 351,263

ソ フ ト ウ ェ ア 76,488 4,556

営 業 権 1,966

無 形 固 定 資 産 計 76,488 6,523

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券          187,411 128,409

出 資 金          10 10

  長 期 貸 付 金          

従業員に対する長期貸付金 9,539 8,037

  長 期 差 入 保 証 金          360,795 350,032

  長 期 前 払 費 用          3,392 2,553

  そ の 他 169,591 160,603

  貸 倒 引 当 金          △43,238 △46,312

投 資 そ の 他 の 資 産 計 687,501 603,334

固 定 資 産 計         1,166,770 961,121

資 産 合 計 7,156,898 7,982,894
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区    分
第 67 期

（2019年3月31日）

第 68 期

（2020年3月31日）

（ 負 債 の 部 ）          

流 動 負 債         

トレーディング商品           

商 品 有 価 証 券 等          

デリバティブ取引          

買    掛    金

信 用 取 引 負 債           

信 用 取 引 借 入 金          

信用取引貸証券受入金

有価証券担保借入金           

有価証券貸借取引受入金

現 先 取 引 借 入 金          

預 り 金           12,898 27,819

預 り 証 拠 金 1,934,444 2,118,140

預り証拠金代用有価証券 306,508 246,917

受 入 保 証 金           2,224,102 3,020,743

発行日取引受入保証金          

先物取引受入証拠金 2,224,102 3,020,743

代  用  有  価  証  券

その他の受入保証金          

有価証券等受入未了勘定           

受 取 差 金 勘 定           

短 期 借 入 金           

前 受 金           8,200 7,700

前 受 収 益           963 1,857

未 払 金           52,058 77,478

未 払 費 用           35,918 51,822

未 払 法 人 税 等           11,449 16,949

繰 延 税 金 負 債           

賞 与 引 当 金           27,863 26,828

そ の 他 の 流 動 負 債           30 30

流 動 負 債 計         4,614,437 5,596,288
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区    分
第 67 期

（2019年3月31日）

第 68期

（2020年3月31日）

固 定 負 債         

長 期 借 入 金           

長 期 未 払 金

退 職 給 付 引 当 金           208,903 236,337

そ の 他 の 固 定 負 債           50,949 4,807

固 定 負 債 計         259,853 241,145

引   当   金

商品 取引 責任 準 備金 29,144 22,750

金融商品取引責任準備金 2,259 3,187

引 当 金 計         31,403 25,937

負 債 合 計           4,905,694 5,863,371

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本

資 本 金 1,200,000 1,200,000

新株式申込証拠金

資 本 剰 余 金 312,840 312,840

資 本 準 備 金 312,840 312,840

その他資本剰余金

利 益 剰 余 金 831,788 684,436

利 益 準 備 金 130,000 130,000

その他利益剰余金 701,788 554,436

  別 途 積 立 金 1,200,000 600,000

  繰越 利益 剰余 金 △498,211 △45,563

  自 己 株 式 △39,556 △39,556

株 主 資 本 合 計 2,305,072 2,157,719

評価・換算差額等 △53,868 △38,196

その他有価証券評価差額金 △53,868 △38,196

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

  土地再評価差額金

新 株 予 約 権

純 資 産 合 計 2,251,203 2,119,523

負債・純資産合計 7,156,898 7,982,894
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（2）損益計算書                           

（単位：千円）

科    目

第67期      

（2018年4月1日～

2019年3月31日）

第68期      

（2019年4月1日～

2020年3月31日）

営 業 収 益

受 取 手 数 料 1,546,891 1,685,741

委 託 手 数 料 1,298,644 1,463,723

そ の 他 の 受 入 手 数 料 248,246 222,018

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 △80,832 △14,282

株 券 等 ト レ ー デ ィ ン グ 損 益

そ の 他 の ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 △80,832 △14,282

売       上       高 283,670 384,124

賃    貸    収    入 47,462 41,395

そ       の       他 29,970 62,095

営 業 収 益 計 1,827,163 2,159,074

売   上     原    価 278,350 366,582

営    業   総    利    益 1,548,812 1,792,492

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 1,767,286 1,905,783

取 引 所 関 係 費 64,143 50,635

人 件 費 1,110,434 1,241,766

地 代 家 賃 65,202 73,171

事 務 費 10,063 9,277

減 価 償 却 費 37,125 21,487

租 税 公 課 20,065 24,536

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 157 26,096

そ の 他 460,092 458,810

営 業 利 益 （ 又 は 営 業 損 失 ） △218,474 △113,290

営 業 外 収 益 14,565 13,438

営 業 外 費 用 9,404 21,388

経 常 利 益 （ 又 は 経 常 損 失 ） △213,312 △121,240



17

科    目

第67期      

（2018年4月1日～

2019年3月31日）

第68期      

（2019年4月1日～

2020年3月31日）

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 6,999

投 資 有 価 証 券 売 却 益 10,555 92,669

関 係 会 社 株 式 売 却 益 61,538

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 2,895

商 品 取 引 責 任 準 備 金 戻 入 額 6,394

会 員 権 売 却 益 100

特 別 利 益 計 20,551 160,602

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損 6,355

投 資 有 価 評 価 損 54,004

固 定 資 産 除 却 損 534 10

関 係 会 社 株 式 評 価 損 33,113

会 員 権 評 価 損 25

商 品 責 任 準 備 金 繰 入 額 630

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 繰 入 額 1,753 927

早 期 退 職 特 別 加 算 金 8,720

減 損 損 失 97,254

特 別 損 失 計 42,387 160,941

税引前当期純利益（又は税引前当期純損失） △235,148 △121,580

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,898 5,898

当 期 純 利 益 （ 又 は 当 期 純 損 失 ） △241,046 △127,478
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（3）株主資本等変動計算書

第 67 期（2018 年 4月１日～2019 年 3月 31 日）                   

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資 本 剰 余

金合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金 繰越利益剰

余金

当期首残高 1,200,000 312,840 312,840 130,000 1,200,000 △237,290 1,092,709

当期変動額

剰余金の配当 △19,873 △19,873

当期純利益 △241,046 △241,046

自己株式の取得

別途積立金の取崩

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － － － △260,920 △260,920

当期末残高 1,200,000 312,840 312,840 130,000 1,200,000 △498,211 831,788

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

評価・換

算差額等

合計

株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

当期首残高 △39,556 2,565,992 △61,980 △61,980 2,504,012

当期変動額

剰余金の配当 △19,873 △19,873

当期純利益 △241,046 △241,046

自己株式の取得

別途積立金の取崩

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
8,111 8,111 8,111

当期変動額合計 － △260,920 8,111 8,111 △252,808

当期末残高 △39,556 2,305,072 △53,868 △53,868 2,251,203
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第 68 期（2019 年 4月１日～2020 年 3月 31 日）         

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資 本 剰 余

金合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金 繰越利益剰

余金

当期首残高 1,200,000 312,840 312,840 130,000 1,200,000 △498,211 831,788

当期変動額

剰余金の配当 △19,873 △19,873

当期純利益 △127,478 △127,478

自己株式の取得

別途積立金の取崩 △600,000 600,000 0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － － △600,000 452,647 △147,352

当期末残高 1,200,000 312,840 312,840 130,000 600,000 △45,563 684,436

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

評価・換

算差額等

合計

株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

当期首残高 △39,556 2,305,072 △53,868 △53,868 2,251,203

当期変動額

剰余金の配当 △19,873 △19,873

当期純利益 △127,478 △127,478

自己株式の取得

別途積立金の取崩 0 0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
15,671 15,671 15,671

当期変動額合計 － △147,352 15,671 15,671 △131,680

当期末残高 △39,556 2,157,719 △38,196 △38,196 2,119,523
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（4）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1 有価証券及びデリバティブ取引等の評価基準及び評価方法

（1）満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

（2）子会社及び関連会社株式

総平均法による原価法

（3）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

総平均法による原価法

なお、保管有価証券は商品先物取引法施行規則第39条の規定に基づく充用価格によ

っております。

2 デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ

  時価法

3 たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品

移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

販売用不動産

個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

仕掛販売用不動産

  個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

4 固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（附属設備は除く）及び、2016年
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4月1日以降に取得した建物附属設備並びに器具及び備品のうち映像コンテンツ機器に

ついては定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15～47年

器具及び備品 4～15年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基

づく定額法を採用しております。

5 引当金及び特別法上の準備金の計上基準

（1）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

（2）賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき支

給見込額を計上しております。

（3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給

付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用して

おります。

（4）訴訟損失引当金

商品先物取引事故及び金融商品取引事故等による損失に備えるため、損害賠償請求

等に伴う損失の見込額のうち、商品取引法第221条の規定に基づく「商品取引責任準備

金」及び金融商品取引法第46条の5の規定に基づく「金融商品取引責任準備金」の他、

必要と認められる金額を計上しております。

（5）商品取引責任準備金

商品先物取引事故による損失に備えるため、商品先物取引法第221条の規定に基づき、

同施行規則に定める額を計上しております。

（6）金融商品取引責任準備金

金融商品取引事故による損失に備えるため、金融商品取引法第 46 条の 5の規定に

基づき計上しております。
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6 その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

2．借入金の主要な借入先及び借入金額

2019 年 3 月 31 日現在の期末借入残高はありませんが、㈱りそな銀行及び㈱みずほ銀行と

当座借越契約（当座貸越極度額 130,000 千円）を締結しております。

3．保有する有価証券の契約価額、時価及び評価損益

（1）株式

銘       柄 株 式 数 貸借対照表計上額

日本製鉄㈱

㈱神戸製鋼

三井住友トラスト・ホールディングス㈱

㈱商船三井

㈱東京金融取引所

千株

10

28

10

11

25

千円

9,254

9,619

31,240

20,090

25,000

計 61 95,203

（2）その他

種   類  及  び  銘  柄 投資口数等 貸借対照表計上額

イオンリート投資法人

シュローダ・インカムアセット毎月A

千口

0

4

千円

10,350

22,856

計 4 33,206
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4．デリバティブ取引の契約価額、時価及び評価損益

区
分

取引の種類 契約額等 時 価 評価損益
時価の

算定根拠

市
場
取
引

（商品関連）

現物先物取引

売建

買建

計

市
場
取
引
以
外
の
取
引

5．財務諸表に関する監査法人等による監査の有無

2019 年 3 月期

会社法第 436 条第 2 項第 1号の規定に基づき、2019 年 3 月期の財務諸表について明

治アーク監査法人の監査を受けております。

2020 年 3 月期

会社法第 436 条第 2項第 1 号の規定に基づき、2020年 3 月期の財務諸表についてア

ーク有限責任監査法人の監査を受けております。
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Ⅳ 管理の状況に関する事項

1．内部管理の状況の概要

当社は、金融商品市場の担い手としての社会的責任を認識し、法令諸規則を遵守し

た業務活動を実践するために、コンプライアンス・マニュアルを作成し、遵守するこ

とで、適切な内部管理体制の構築および強化に努めています。社内管理体制として

は、内部管理統括責任者・内部管理統括補助責任者を中心に、業務の適正性の確保と

ともに業務上の問題点の改善、法令遵守体制の強化を図っております。

また、コンプライアンス室により、金融商品取引法等、関係法令を遵守した営業活

動が行われるように、業務状況を管理しております。

内部監査体制につきましては、監査法人による監査のほか、監査室による内部監査

を実施しており、代表取締役社長、取締役会等において適宜報告を行っております。

顧客からの相談・苦情に関しましては、当社規程に基づき、事実関係の調査・情報

管理・対応の検討を行い、これらを適切に処理する態勢をとっております。必要に応

じて外部の紛争等解決機関への紹介も行っております。

（1）お客様からのご相談、お問い合わせ、苦情等に対する取扱い

お客様からのご意見、お問い合わせ、苦情等につきましては、各営業担当者又は、当

社、顧客相談室にて承ります。お客様からの苦情、相談等に関しましては、当社コンプラ

イアンス室に報告され、迅速で適切な対応に努めております。

また、お客様は、当社の第一種金融商品取引業に関する苦情処理・紛争解決について、

以下の指定紛争解決機関のご利用が可能となっております。

特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC）

  電話番号 ： 0120-64-5005（フリーダイヤル）

  URL ： https://www.finmac.or.jp/

  東京事務所： 〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町 2-1-1 第二証券会館

  大阪事務所： 〒541-0041 大阪府大阪市中央区北浜 1-5-5 大阪平和ビル

（2）内部監査体制

当社内の部門から独立した監査室を設置し、代表取締役社長に直接報告する体制を確保

しております。

監査室は、当社すべての部門に対して、業務の適切性、報告の信頼性、法令等及び社内

規程の遵守等について内部監査を実行する体制としております。
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2．区分管理の状況                             

（単位：千円）

管理の方法 当期末残高 前期末残高 内   訳

金

銭

金銭信託 20,000 20,000
日証金信託銀行㈱

20,000

有
価
証
券
等

3．分別管理の状況

（1）顧客分別金信託の状況                        

（単位：千円）

金     額

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 0

期末日現在の顧客分別金信託額 20,000

期末日現在の顧客分別金必要額 0

（2）有価証券の分別保管

該当事項はありません
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Ⅴ 連結子会社等の状況に関する事項
1．金融商品取引業者及びその子会社等の集団の構成

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、親会社（㈱小林洋行）及び関連会社

２社（㈱日本ゴルフ倶楽部、BLUE EARTH㈱）により構成されております。

当社グループは、商品先物取引業、金融商品取引業、保険募集業務、不動産業を主たる業

務としております。

（1）親会社（㈱小林洋行）の事業内容

㈱小林洋行は、グループ会社の管理及び不動産の賃貸を行っております。

（2）関連会社の事業内容

㈱日本ゴルフ倶楽部は、ゴルフ場運営を行っております。

BLUE EARTH㈱は、LED商品の開発・販売等を行っております。

[事業系統図]

一

般

顧

客

当  社

・商品先物取引の受託

・金融商品取引の受託

・生損保の募集

・不動産の賃貸及び販売

・太陽光発電機

及びＬＥＤ照明等の販売

・金地金販売

・ゴルフ場関連事業

ＢＬＵＥ ＥＡＲＴＨ㈱

（関連会社）
・ＬＥＤ商品の開発・販売等

㈱日本ゴルフ倶楽部

（関連会社）
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2．商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の金額、事業の内容等

（注）1．㈱小林洋行は、有価証券報告書を提出しております

商号又は名称
本店又は主たる

事務所の所在地

資本金

(百万円)
主要な事業の内容

議決権の

所有又は被

所有割合

（％）

（親会社）

㈱小林洋行
東京都中央区 2,000

グループ会社の管理

及び不動産賃貸業

（被所有）

53.63

（関連会社）

㈱日本ゴルフ倶楽部
東京都中央区 90 ゴルフ場関連事業

（所有）

17.64

（関連会社）

BLUEEARTH㈱
東京都千代田区 300

LED 商品の

開発・販売等

（所有）

30.00


